
  大分市介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービスＣ及び通所型サ

ービスＣの実施に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大分市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２９年２月

１日施行。以下「総合事業実施要綱」という。）第２条第１号ア(エ)に規定する訪問型サ

ービスＣ（以下「訪問型サービスＣ」という。）及び同号イ(ウ)に規定する通所型サービ

スＣ（以下「通所型サービスＣ」という。）（以下「事業」という。）の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （事業の実施） 

第２条 市長は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５

条の４７第５項に規定する厚生労働省令で定める基準に適合する法人であって、事業を

適切に実施することができると市長が認めるものへの委託により事業を実施するものと

する。 

（対象者） 

第３条 事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、総合事業実施要綱第４条第

１号に掲げる者であって、次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定めるものと

する。 

 ⑴ 訪問型サービスＣ 通所型サービスＣを利用する者のうち、介護予防支援事業（法

第８条の２第１６項に規定する介護予防支援事業をいう。以下同じ。）又は第１号介

護予防支援事業（総合事業実施要綱第２条第１号ウに規定する第１号介護予防支援事

業をいう。以下同じ。）において、生活行為の改善が必要であると判断された者 

 ⑵ 通所型サービスＣ 介護予防支援事業又は第１号介護予防支援事業において、通所

型サービスＣの利用が必要であると判断された者 



（利用の申出等） 

第４条 対象者のうち事業の利用を希望する者は、大分市介護予防・日常生活支援総合事

業（訪問型サービスＣ・通所型サービスＣ）利用申出書（別記様式）に次に掲げる書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴  基本チェックリスト 

⑵  事業の利用に係る同意書 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申出をした対象者を利用者名簿に登録するものとする。 

（届出） 

第５条 前条第２項の登録(以下「登録」という。)を受けて事業を利用する者（以下

「利用者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を市

長に届け出なければならない。 

⑴ 事業を利用する必要がなくなったとき。 

⑵ 入院等により事業を利用することができなくなったとき。 

⑶ 住所、氏名その他の申出書に記載した事項に変更が生じたとき。 

⑷ 利用する事業者（第２条の委託を受けて事業を実施する者をいう。以下同じ。）を

変更しようとするとき。 

（登録の取消し） 

第６条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消すも

のとする。 

⑴ 前条第１号又は第２号に該当する旨の届出を受けたとき。 

⑵ 市外に転出し、又は死亡したとき。 

⑶ その他事業を利用することが適当でないと市長が認めたとき。 



 （利用の制限） 

第７条 訪問型サービスＣの利用は、一の利用者につき３月の間で３回を限度とする。 

２ 通所型サービスＣの利用は、おおむね３月を限度とする。ただし、市長が継続して通

所型サービスＣの利用が必要であると認めるときは、その期間をおおむね６月とするこ

とができる。 

（利用者負担） 

第８条 利用者は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める額の利用料を事

業者に支払うものとする。この場合において、通所型サービスＣの利用に係る利用料は、 

１，５００円(前条第２項ただし書の規定の適用を受ける場合は、３，０００円)を上限

とする。 

 ⑴ 訪問型サービスＣ ０円 

 ⑵ 通所型サービスＣ １月につき５００円 

２ 利用者は、前項に定める利用料のほか、事業の利用に際して食糧費その他の市長が認

める実費が生じたときは、これを事業者に支払わなければならない。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


